
「地域公共交通計画」の実質化に向けた検討会について

○地域交通法に基づく「地域公共交通計画」の策定数は、令和6年度末に1200件に達する見込み。

○人口減・供給力減が本格化するなか、同計画には、地域交通を通じた社会変革の姿を示し、多様な関係
者の共創などリ・デザインの取組を進め、持続可能な地域交通実現を駆動するOSとしての役割が求められる。

〇本検討会では、各地域において、「モビリティ・データを活用した、無理なく、難しくなく、実のある計画」の実
装に向け、同計画に係る課題整理や官民関係者が取り組むべき事項の検討を行う。

〇地域公共交通計画のOS化（マスタープラン、マネジメント、モビリティ）

〇地域公共交通計画における交通データの活用

〇多様な関係者の共創などリ・デザインの加速化

〇都道府県の役割、国による環境整備 等
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多様な関係者による「共創」プロジェクト

医療×交通 介護×交通 エネルギー×交通 住宅×交通 教育×交通 農業×交通

DX・GXの取組 モビリティ人材の確保

地域公共交通計画
（持続可能なモビリティ実現のマスタープラン）
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※「地域の公共交通リ・デザイン実現会議」（座長：国交大臣）を踏まえて検討
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